



























1960年以降 ア ジア諸国は,政 策的には輸 入代替政 策更に輸出振興政 策を
展開 し,工 業化 に よる経済発 展を進めて きた。今 日までの成長過程 にお い
て,GNP成 長率が10%以 上 に達す る 高度成長を 経験 した国 も少な くな
い。 この よ うな成 長を実現で きた要因の一つ と して,製 造業製 品の輸 出が
拡 大 した点を挙げ られ る。そ もそ もアジア各国の工業化初期段 階におけ る
製造 業 の育成 には多 くの問題が存在 していた。 つ ま り不足 す る資本の調達
と,高 度 な生産技術 お よび経営 ノ ウハ ウの導入をいか に行 うかが主要 な問
題点 であ った。 アジア特に アセ ア ン諸国は この よ うな問題を,直 接投資 の
積極的 な導入で解決 して きた経緯 があ り,現 在 もその方 策を進 めてい る。
しか しイギ リスの工業化 に よる経済発 展以来,多 くの国 々が アセア ン諸国
に先駆 けて経済発 展を な し遂 げたが,直 接 投資 の積 極的な導入に よる経済
発展は これ まで例 がな く,ア ジア諸国の発展の特徴的側面 と言 えるω。 そ
こで直接投資 の工業 化へ の効果を分析す る事は,ア ジア諸 国の経 済発 展を
見 る上 で不 可欠であ る。 この よ うな観 点か ら,本 論 文では繊 維産業を事例
に と り分 析を行 った。繊維産業 を取 り上 げた理 由は,今 日の アセア ン諸 国
の生産額構成比 を見 ると繊維産業 の生産 の ウェイ トが極め て高 く,又 輸 出
金額 において も最 も高い位置にあ り、同産業が工業化 の リーデ ィソグセ ク
ター とな ってい るか らであ る。第1章 で はア ジア諸国 の経済成長 と輸 出の
拡 大過程 を概 観す る。 アセア ソの繊維直接 投資 の統計 を見 る と,繊 維直接
投資承認総額 に占め る日本 の比率 は最 も高い。そ こで第2章 では 日本 の繊
維産業 のアセ ア ンへの海外投資 の歴史を概観す る。 さ らに第3章 では,日
系繊維産業 の アジア地域現 地法人の経 済活動について述べ る。 これ までア
セ ア ン各国は繊維産業部 門に おいて積極的 に直接投 資を導入 し産業を整備
す る過程を経 なが ら輸 出を拡大 して きたが,繊 維産業 の輸 出拡大の要因を




1960年までに政 治的統 合を果 た した アジア各国は,経 済的 自立 の為 の経
済発展へ と目標 を移 行 して行 った。経 済発展は資本蓄積 に よって達成 され
るが,1960年頃 のア ジア各国の製造 業は小規模 な軽工業 産業が稼働 してい
る状況 であ った②。 そ こで各国の政 策は既存の軽工 業生産部門の生産拡大
と,輸 入の減少 に よる外貨節約の理 由か ら,消 費財 を中心 と した軽工 業生
産 の拡大に よる発 展を 指向す る輸 入代替政策を とった。 しか し国内市場 が
小規模 であ る事か ら,輸 入代替政策 は間 もな く市場 の制 約に見回れ た。 し
か し輸入代替政策 に よる高い関税 に よ り保護 され ていた これ ら製 造業製 品
の価格 は相対的 に高 く,国 際競争 力は極めて低 い状 況にあ った。 しか し工
業化 に よる経済 発展を指 向す るには,軽 工業を育成す る と同時に重化学工
業部 門の産業構造が 国内に構築 され なけれ ばな らない。 そ こで1960年代後
半及 び70年代初頭 になる と,製 造業製 晶に国際競争 力を付与す る事 に よ り
輸 出を拡大 し経済発展を実現す る政策 と して輸 出指 向的工業化政 策が打 ち
立 て られ るよ うに なった①。
この ような発展過程 を進 行 して きた アジア各国の1970年代の製造 業の成
長率を見 る と,韓 国が最 も高 く(16.6%),続いて台湾(12.9%),イン ドネ
シア(12.8%),マレー シア(11.8%),タイ(10.6%)と極めて高い成長
を実現 し工業化 に よる経済発 展が始動 しは じめた。そ して1980年代にはい
る と,一 次 産品価格 が70年代の状況 どは一転 し下降 と低迷を続け た。一次
産 品輸 出の多い タイ ・イ ソ ドネ シア ・マ レー シアの輸 出が低迷 し,こ れ ら
の国 々は経 済不振に 見回れた。 しか し1980年代前半は この よ うな状況にあ
った ものの,後 半か らの製造業輸 出拡大に支え られ,1980年代の アジア各
国 の成長率 は高 い水準を推移 した。
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2.輸 出の拡大 と輸 出構造 の変化
工業化に よる製造業製 品の生産拡大 に 伴 っ て,輸 出の増 加は著 しい。
表1は1965年か ら89年までの ア ジア各 国の総輸 出に 占め る製造 業の輸 出比
率を示 して い る。1965年には ア ジアNIESでは既に製造業製 品の輸 出比率
が50%程度 に達 し,全 輸 出に占め る製造 業品輸 出がか な りの比率に達 して
いた。 それ に対 してアセア ン各 国では一次産品輸 出が多 い とい う状況 もあ
るが,製 造業品の輸 出比 率は5%と 極め て低 く,NIESとの工業化 の格差
が大 きい事を示 してい る。 しか しアセア ソ各 国の1980年代 の製造業製 品の
輸出比率の上昇 は極 めて高い。 イ ソ ドネ シアでは1980年に2%で あ った も
のが,89年には32%に上昇 し最 も上 昇率が高 く同 国での80年代の工業化が
著 しい事を示 してい る。 マ レー シアでは19%から44%に,フ ィ リピンでは
37%から62%へ,タ イでは29%から54%に上 昇 してい る。 これは1980年代
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今日アセアン各国での繊維産業の輸出拡大は著しく,タイ で は コメを 抜
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いて繊維が輸出品 目の第1位 とな った。 アセア ン各国 の繊維産業は,輸 入
代替期 にお いて対外的に保護 され成長 した経緯 を持 っている。そ の後70年
代に入 り,各 国が輸 出振 興政策に転換 す るにお よんで,他 の産業 に先駆け
て生産の基盤を構築 した繊 維産業は,輸 出振興 の先導 的役割を担 う産業 に
発 展 した。 この ような過程 を経て アセアン各 国は製造業生産を伸ば しさら
に輸出を拡大 した結果,こ れ らの国 々で繊維産 業の製造業製 品輸 出総額 に
占め る割 合は極め て高い水準にあ り,ま さに輸出の リーデ ィングセ クター
とな ってい る(5)。1990年の タイの繊維産業は全輸出の11.01%に達 し米を
抜 き輸出第一位 の品 目となって いる。 また イ ソ ドネ シアの繊維産業 の輸 出
は非石油 ・天然 ガス輸 出総額 の20.1%に達 し,同 国で も第1位 に位 置 して
い る。 フ ィリピンでは製造業輸 出総額の12.14%,一方 マ レー シアは7.7%
(1991年)を占め,い ずれの国 にお いて も繊 維は輸出において重要な製品
とな ってい る。
第2章 日本の繊維産業の海外投資
1985年以降 アセ ア ソ各国の繊維製 品の輸 出は,急 速 に拡大 してい る。そ
の要 因の一つ と して,プ ラザ合意 以降 の輸 出 目的 の外国企業 の投資が増加
した点が挙げ られ る(6)。しか し昨今の輸 出 目的 の外国企業 の急増 とい うよ
り,む しろこれ までの工業 化過程 で製造業 の産 業組織が充実 した点に今 日
の輸 出拡大の要因が求め られ るべ きであろ う。つ ま りアセア ン諸国政府は
工業化 を推進す るために,積 極的に外国資本 の導入を行 って きた経緯があ
る。 同地域 内の繊維産業に対 して も,1960年前 後か ら日本 の繊 維産業 を中
心に投資 が行われ,こ の よ うに 直接投資を ともなった 活発 な 投資を通 じ
て,ア セ アン諸国 内に繊維産業の産業基盤 が整 備 され て きた。今 日の繊維
製品の輸出の急速 な拡大の要因は,海 外投資を導 入 し整 備 されて きた繊維
産業の産業組織 に よるものであ る。そ こで本章 ではサセア ンの繊維産 業に
対 し投資比率の高い 日本 の海外投資 の歴史を 概 観 す る。 さらに第3章 で
264




た。 日本の戦後 の直接 投資の 歴 史をた どると,1985年以降 の拡大期を含
め,3回 の直接投資 ブームを経験 してい る。第1回 日のブームは,1973年
を ピー クとす る60年代後半か らag-一次石 油危機 までの期間(1969～73年)
であ る。第2回 目は,第 二次石 油危機をは さんだ1978年～84年の期間で
あ る。2回 の拡大期 を過 ぎた,1984年末 までの製造業 の直接投資累計額は
25億ドルに達 してい る。 そ して直接投資 の歴史に とって象 徴的な,1985年
表2繊 維の海外投資動向の推移
(単位:100万 ドル)







































































































































































9月の プ ラザ合意を迎え第3回 目の ブーム期が到来 した。 プラザ合意に よ
り,円 の対 ドル レー トは一挙に120円代に まで上 昇 し,わ が国産 業構造は
輸 出主導型か ら内需 主導型 に転換を迫 られた。 この ような環境の激変を受
け,製 造業 各社 は,円 高回避 のため の海外投資を これ までかつて経験 した
ことのない規模で,北 米 ・欧 州 ・ア ジア各地域 に展開 した。円高それ 自体
が直接投 資の円 コス トを低下 させた上 に,世 界的低金利が重 なって直接 投
資 が加速 され た。1986年は38億ドル,87年は78億ドル,88年は138億ドル と
年 率40%以Itの上 昇率を推 移 した。 さらに1989年には前年比43.6%増加 し
163億ドルに達 した。 しか し90年以降 ドル レー トの反転,低 金利の反転,
日本経済のいわゆ る「バ ブル崩壊」に よる景気低迷が重 な って,投 資を控え
させてい る。1990年には89年製造業投資総額 は4.9%減少 し155億ドル とな
った。 また1991年には90年実績の20.so/.も減少 し,直 接投資 に も日本国 内
の景気低迷が大 き く響 き,件 数及び金額 に陰 りが生 じている。(表2参 照)
1985年以降の この よ うな直接投資 の急速 な拡大 は,日 本 に限 らず世界的
な現象であ った。 この ような現象を もた ら した主な理 由 と しては,世 界経
済の長期に渡 る好景気,ド ル安,株 高 ・地価 高騰に よる資産効果,金 利低
下,規 制緩和,貿 易摩擦,M&Aブ ーム,企 業 の グ ローバル化があげ られ
る(7)。
2.繊 維産業の海外投資 の推 移
日本の繊 維産業 の海外投資は,明 治35年の上海綿紡績工場 の買収 に始 ま
り,90年の歴 史を持 ってい る。 戦前 では中国及 び 台湾に生産工場 を設立
し,大 規模 な海外生産を行 っていた(8)。'戦後の繊維 海外投資 の経緯 をた ど
る と,や は りB本 の海外投資 の動 向 と同様に,3回 の投資 ブー ムが観察 さ
れ る。第1回 目は第一次石油危機 の1973年を ピー クとす るユ969年～1974年
の期 間であ る。 第二の ブームは 第二 次石 油危機 の1977・78年の期間であ
る。そ して第三 の海外投資 の波は,プ ラザ合意に よる円高を受 けて,1987
年か ら始 ま る期 間であ る。今 回の ブームは投資規模が大 き く,1989年には
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過去最大 の5億 ドルに達 してい る。
製造業全体に 占め る繊 維産業の海外投資 金額比率の推移 では,第 二次石
油危機 前は,製 造業全体 の20%程度 の水準で推 移 して来 た。中 で も1967年
度か ら74年度 は20%以上 に達 し,こ の期 間には製 造業 において第1位 を 占
め,海 外投資 の先導的立場 にあ った。 しか し70年代後半 か ら低下傾向 に入
り,80年代後半 には電機 ・自動 車等の組立 加工 産業が大規模 に海外進出 し
たため,繊 維産業の製造業海外投資 の総投資金額 に 占め る比 率 も2～3%
程 度に下落 し,そ の地位 を後退 させ た。
しか し日本経 済の 「バ ブル崩壊」後 の景気低迷を受けて,90・91年と製
造業 の海外投資総額 が激 減す る傾向にあ る事は前述 した とお りであ る。 こ
の よ うな状 況下 において も,1990・91年の繊維 産業 の海 外投資金額が,
1989年の海外投資金額を越えて いる点は注 日に値 す る。 日本経 済が低迷に
入 った1990年の繊維 の海外投資金額 は,89年の投資額 の49.3%も上昇 し約
8億 ドルに達 した。 また1991年には90年よ り1.8億ドル減少 した ものの,
89年の投資総額の15.6%の増 加 とな った。以上 の事か ら,プ ラザ合意後の
繊 維産業に対す る日本経済 の環境変化 と,ア ジア諸 国の経済発 展に伴 う市
場 の拡大 があいま って,日 本 の繊維産業 は海外投資を,金 額 としては小規
模 なが らも活発 に展開 してい る。(表2参 照)
3.ア ジ アへの投資
2章2節 では,繊 維産業の1975年以降の海外投資金額(合 計)の 推移を
概観 したが,次 にアジア地域へ の繊 維産業 の投資 の推移 につて概 観す る。
表3は,1982年以降 の 日本の繊維産業 のア ジア各国へ の投資金額 の推 移を
示 した もの であ る。1991年までの累計で 日本 の繊維産業 の投 資金額 が最 も
多い国は,イ ン ドネ シアで1961年～91年の31年間の投資総額は6.9億ドル,
9か国合 計の35%に達 してい る。第2位 は タイで4.0億ドル(20.23%)に
達 している。一方1961-81年の投資総額 を見 て も,韓 国が第2位 であ る も






























































































































































































出所:「 直接投資研究会」資料(国別 ・年度別 ・業種別投資額)(財)国際金融情報センター
??
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タイ及び イ ン ドネ シア両 国 との関係は深い。1961年か ら91年の31年間の投
資総額 に戻 る と,タ イに続 いて韓 国(10.83%)マレー シア,香 港,シ ンガ
ポール,中 国,台 湾,フ ィ リピンの順 にな ってい る。
続 いて プ ラザ合 意が 日本の繊維産業 に与 えた影響 を見 るために,1986年
か ら1991年の各 国の投資総 額及び表 に掲載 した9ヵ 国の投資配分比率を見
てゆ く事 にす る。1986年か ら91年の6ヵ 年 に,繊 維産業 の9ヵ 国に対す る
投資総額は8億 ドルに上 り,61年以降 の9ヵ 国に対 し投資 した総額19.8億
ドルの実に40.6%に達す る大規 模 な もの とな った。 この事 か らプ ラザ合意
に よる円高が,日 本 の繊維産 業関連企業 の生産 に大 きな影響を与 え,海 外
での生産に切 り換 え る事 を余儀な くし,日 本 の繊維 の生 産構造を根底か ら
変 えてい る実情 にあ る。
更 に アジア地域 内の どの国に投資を拡大 して い るか の動 向を 見 る た め
に,各 国の投資比率を見 てゆ く。表3で 示 され る通 り,1986年か ら9ユ年の
6年間で タイへの投資が最 も高 く,投 資総額 は2.2億ドルで9ヵ 国への同
期 間での投資総額 の27.8%に達 してい る。第2位 は,イ ン ドネ シア ②1億
ドル)で プラザ合意以降 の繊維 の海 外進出の投資相手 国において も,タ イ
・イ ン ドネ シアの重要性 に変更 はない《9)。そ の一方 で これ まで投資相手 国
の順位 では上位 にあ った韓 国 ・香 港への投資比率 が極 端に低下 してい る。
以上 の事 か らプ ラザ合意後 の 日本の繊 維産業の海外投資は,1961年以降 の
投資実績 の実 に40%に上 る大規模 な もので,日 本 の繊維生産 が構造 転換 に
あ る事 を物語 ってい る。投資相 手国 としては,戦 後 の繊維海 外投資 の歴史
が深 く繊維川上 部門を中心 とした産業組織 が整備 され,更 に労働賃金 が安
価 であるタイ及 び イ ン ドネ シアへ の投資 が拡 大 してい る状況 にあ る。
土 アジア国別繊維 直接投資 の内容
繊維産業 の生産工程 は原料か ら製 品にいた るまで,多 くの加工段階 か ら
成 っている。 この複雑 な生産工程を,川 上 ・川中 ・川下 の三段階に大別す
るのが一般的 であ る。川 上部門 は,天 然繊維 及び化学繊 維の原糸 ・原綿の
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中間加工段 階であ る。川下 部門は,縫 製及 び二 次製品生産部 門であ る。 表
3では1982年以降 のア ジアへの投資金額 を示 した。更 に詳 しく国別の投資
内容を見 る為 に表4を 作成 した。 この表 では ア ジア各 国の現地 法人につい
て,国 別 ・期 間別 の 日本の投資 内容 が読み取 れ る。 これ を見 る と,ア ジア
地域 への川上 ・川 中工程 の工場建 設の投資件数が 最 も多 い期間 は71-75年
であ り,66-70年も合計す る と全体 と しては,60年代後半か ら70年代前半
の10年間 に川上 ・川 中の投資 が集中的 に行われ てい る事が 明 ら か と な
る。国別に見 ると,イ ン ドネ シアが最 も多 く21件,続いて タイに16件の川
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出所:日 本輸出入銀行 『海外投資研究所報』東洋経済r会 社別海外進出企業91/
92』
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川上 ・川 中部門の対 アジア海外投資は,1970年代 に終 了段階を迎え た。
今後 アジア域 内の需要 の増加 と輸 出の拡 大を見込 んで,既 に進出 してい る
川上段 階の 日系現地法人企業 は,生 産能力拡大投資 を計画実行 して行 く段
階 にある。 アジア諸国の投資計画(川 上部 門)を 見 ると,ポ リエステル フ
ィラメン トにつ いては,韓 国 では1993年までに 日産1,490トンか ら1,890ト
ンへ,台 湾 では2,200トンか ら4,200トンへ,ASEAN諸 国では現状 の1.5
倍 に拡大す る計画 であ る⑭)。
次にア ジア地域 におけ る川下部門投資 であ るが,プ ラザ合意以降 に集 中
してい る。 国別分布 ではr会 社別海外進 出企業』 に よると中国が13件と圧
倒 的に高 く,し か も85-89年に10件の川下部門が 中国に建設 されてい る。
続 いて タイの9件,イ ン ドネ シア及び香港 では4件 とな ってい る。
以上 の ことか ら繊 維の海外投資 ブー ムの特徴を,繊 維 の加工段 階か らま
とめ ると,
① 第一次 ・二次の投資 ブームは70年代 で,川 上 ・川 中が中心 に投資を
行 った のに対 し,1985年以降の投 資の中心は繊維加工業 の川下 部門へ
の投資 であ る。
② アジアでは川上 ・川中部門の拠 点は1970年代を 中心 と した投 資 で確
保 され,現 在は生産 能力拡 大投資 を行 ってい る段階 であ り,1985年以
降の直接投資 の波は川下部門が中心 となってい る。
第3章 日本の繊維海外拠点の概観
本節では,ア ジア地域に進 出 してい る 日本の繊 維産業現地法人 の経 済活
動 を,{1)他地域 との比較,② アジア域 内の国別の比較を通 じて概観 す る。
ここで使用す る資料は通産省が発表 してい る,rわが国企業 の海 外 事 業
活動動 向調査』(平成4年5月)で あ る。 この調査 は合計3,529社の本 社企
業 に調査票を配布す る形 式で実施 され た。 回収 された本社企業数は1,776
社で,回 収率は50.3%であ った。資料 の内容は平成3年3月 現在又 はそれ
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に最も近い決算時点で回答したものである。






表5は 上記の 『わが国企業 の海外事業活動動向調査』(平成4年5月 版)
に よって,ア ジア ・北米 ・中南米 ・ヨー ロッパ の 日本繊維産業現地 法人の
主 な経済活動を示 した表 であ る。1992年版 の調査 では,回 答 した繊 維産業
各社 の上記4地 域に分布す る現地法人総数 は192社であ った。 これを地域
別に見 る と,ア ジアが137件で,全 体 の71%を占め ている。 続いて中南米
29件(15%),北米15件(7.8%),欧州11件(5.7%)であ る。 日系 繊維産
業の対外投資は アジアに集中 している。 これは繊 維産業の よ うな低 付加価
値 産業に とって,必 須の条件 である低賃金 で上質の労働 力が まだ調 達可能
であ る事が最 も大 きな要因であ る。 これに加 えて アジア(特 に韓 国 ・中国
・台湾 ・タイ ・イ ン ドネ シア等)に おいては,化 学繊維原 料のエチ レンプ
ラン ト等が過剰状態 にあ り,原 料面 で も当分の問 この よ うな状 況が続 くと
見 られ る点 も大 きな要 因に なってい る。
② 資本金
4地域192現地法人の総資 本金額 は1,Q26億円であ る。 アジア地域 が最 も
多 く,全 体 の76.6%に当た る786億円に達 してい る。 しか し一社 当た りの
資 本金額 で見 ると,在 北米現地法人の12.2億円が最 も高 く,続 いて 欧州 の
6.5億円,ア ジアの5.2億円であ る。
(3)総売上高
全地域で5,501億円の販売が行われ た。 これを地域別に見 る と,85.5%
が アジア地域の現地法人に よる販売 であ る。 これは輸出 と内需 の拡大に よ
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表5繊 維産業日
レ ジデ1泡… 正剰 北 米 地域別比率
現 地 法人件 数
総 資 本 額
一 社 平 均
総 売 上 高
一 社 平 均
税引き後利益計
一 社 平 均
従 業 員 総 数





















る販売額 の拡大であ るが,今 後 もア ジア地域 内の現地法 人は繊維の供給基
地 として販売の拡大を計画 して いる。それは活発 な投 資行 動に よ り裏 付け
られ る。同調査 シ リーズ平成3年 版 の調査 に よるデ ータであ るが,平 成3
年版 の調査 に回答 を よせ た繊維海 外現地法人200社の設備投資総額 は全地
域で568億円であ った。地域別 に見 る と,ア ジア地域への設備投資は全地
域 の実 に89.4%に達 してい る。 この点は興味 深い事 であ る。推論で きる第
一の点 は対 ア ジア投資 では投資額 の内設備投 資に直接あて る事がで きる部
分が大 きく,そ れだけ投資効率 が大 きい とい う事 であ る。第二に これを裏
返 して見れば,欧 米 では投資金額 の内直接 に生産設備 とはな らない様 々の
資本費用,経 常費 用,社 会的費 用が大 きい と言 う事 を示唆 してい る。
1990年にな り,対 アジア日系繊維 産業の設備投資が この よ うに増 加 した
のは,ng-一一に アジア諸国において1970年代以来進 んで きた輸 入代替型 の繊
維産業投資 とは異な る,輸 出主導型 の工業化 の新 しい動 向が顕著に起 こっ
てい る事の現れであ る。 これを 日本側 か ら見 ると,日 本国内の川中 ・川下
産業におけ る賃 金 ・地価の高騰をは じめ とす る国際 競争力 の低下 とアジア
諸国の比較優位の上 昇の下で,企 業 と して生 き残 るためには,対 ア ジア直





























か ら見れば,ア ジア地域が繊維 輸出基地 と して クローズア ップされ輸 出が
増 大 し,更 に経済発展 に よる所 得の増 加が繊維 の内需 を増 加 させ る事 が見
込 まれ る ようにな り,今 後の内需 ・外需 両面 の需 要増 加を見込 んだ,生 産
能 力拡大投資が活発 化 してい る。
(4)従業員の雇 用状況
日系繊維 産業現地 法人192企業 の雇用総数は,9.0万人 であ った。そ の内
の77.5%約8万人 の雇用がア ジア地域 で行われ てい る。
一社当た りの従業 員数 は,中 南米が最 も多 く544人で,続 いて ア ジアの
506人であ る。 アジア地域 の現 地法人 の中に,資 本集約 的な川上部 門が含
まれ てい るために,平 均雇 用数 は中南 米 よ り低 くな ってい る。今後 ア ジア
においては,い ずれ の部門において もよ り資 本集約的な高度技術の導 入が
予想 され るので,一 企業当た りの従業 良数は減少す ると考え られ る。繊維
産業は基本的には代表的な雇 用吸収型産業 ではあ るが,長 期的には雇用吸
収能 力は低下 し,省 労働力化が進む傾 向にあ る。
(5)製品の生産性 と販売
表6は 日系繊維産業 の現地法 人の販売先別販売金額を示 してい る。現地
法人192社の販売総額 は5,501億円で,85.5%の4,703億円 はア ジア地域の
274
法人に よる製 品の販売であ った。続いて中南 米が314億円,北 米141億円,
欧州121億円の順 であ る。 これ を販売額/資 本金に してみ る と,ア ジアで
は6.60,北米0.77,欧州1.68,中南米8.18とい うよ うにアジアにおけ る 日
系繊維産業 の投資 効率は中南米に劣 るものの高い水準 にあ る。製品の販路
について も,ASEAN・中南米 と北米 ・欧州 アジアNIESで は明確 な相違
点 が見 られ る。 アジアNIESとASEANで は 販売先の 構造 に 相違 があ
り,ア ジアNIESでは 国内販売を急速に増加 させてい る。所得増 に よる内
需 の拡大が現地販売 の比率を押 し上げた。ASEAN・中南米 の 日系企業は,
現地 では60%程度を販売 し,残 りを輸 出す る形態を とってい る。 これに対
表6現 地法人の
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して欧米及び アジアNIESの日系企業は,製 品 のほ とん どを現地 で販売 し
て いる。輸 出先を見 る と,ASEANか らはア ジア域 内が 多 く全輸 出の50.8
%,欧 州に17.8%,北米には10,8%と金額的 に も販売先 もま さに繊維 の供
給基地 の様相を呈 してい る。 中南 米か らは欧州 ・北米への輸 出が多い。在
アジア 日系繊維産業現地企業 の対 米輸 出依存傾 向は今後 しぼ ら くは進 む も
の と考 え られ る。
2.ア ジアの国別 に見た 日系繊 維産業現地法 人
本節 では 日系現地 産業の最 も重要 な投資先であ るア ジアについて,も う
地域別販売先内訳 (単位:100万円)
第 三 国 内 訳



































































































少 し詳細 に国別 の現地法 人の特徴を概 観す る。表7は アジア各国の現地法
人の主 な経済活動を示 した ものであ る。
(1)国別の状況
日系繊維産業 の現地 法人件数の 国別分 布を見 る と,中 国が33件で全体
の24.1%を占め最 も多 い。続 いて タイには 日系の繊維産業 の法人は25件
(18.2%),イン ドネ シアに22件(16.1%)分布 してい る。続 いて,香 港,
韓国,マ レー シア,台 湾,フ ィ リピン,シ ソガポールの1頂であ る。 タイ ・
イ ソ ドネ シアは70年代 日本か らの対外直接投資 ブームの時期 において,日
系繊維産業が集 中的に進出 した歴史を持 ってい る。両国 とも当時 は,東 レ
・帝人を始 とす る,日 本の繊維産業を代表す る大企業が進出 した。 当時は
両 国におけ る生産の殆 ど全 てが 国内需要 向け の輸入代替型直接 投資 であ っ
た。
1970年代 日本か らアジアへの投資 は冷却 した時期 であった(11)。しか し
プラザ合 意 と1986年以降 の低金 利の下 で,ア セア ン諸国では急速な工業化
が進み,日 系企業 の進 出 も非常に盛んに なった。 冒頭に第三 の投資 ブーム
と呼んだ この動 きの中で改めて輸出指向型の進出が顕著 とな り,今 日に至
っている。1992年現在,世 界的 な景気低迷 の中 で,両 国の経済 も若干 ス ロ
ー ダウン してい るが,1993年以降再び回復 に向か うもの と期待 され るなか
で繊 維産業の輸 出 も再 び拡 大す る もの と予測 され る。
中国に対す る投資は1980年代後半 に増 加 しは じめてい る。特に深川及び
華南地区 に展 開 してい る。 しか しまだ川下部門の縫製加工が中心で,本 格
的 な直接投資 ブームが起 こって いない 現状 にあ る(12)。しか し数量的には
中国 自身 の繊 維輸 出量は,今 や世 界の他 の競争者 に とって驚異 とな りつつ
あ る。
(2)国別投 資額
日系繊維産業 の対 ア ジア投資金額は,712億円である。韓 国が最 も多 く,
169億円で域 内全体 の23.7%に達す る。続 いて タイは137億円で全体 の工9.2
%,台 湾 は110億円で15.4%,マレー シアは95億 円で13.3%,イン ドネ シ
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アetgO億円で12.6%,香港 は53億円,中 国は48億円,フ ィ リピンへ は4億
円,シ ンガポールは1.7億円のであ った。 一時期 冷却 して いた対韓 ・対 台
湾投資が大 き くな り,そ の反 面 タイに対す る投資がやや減少 し て い る の
が,今 日の特徴 であ る。上 で も述べた よ うに,今 後は対韓 ・対 台湾 の投資
が減少す る と予測 され る。 これ に対 して対 マ レー シア,対 中国の投資 は こ
れか ら増加 の傾 向をた どるこ とになるであろ う。一件 当た りの資 本金額 は
台湾が14億円 と最 も高 く,韓 国(13億円),マ レー シア(9億 円),タ イ
(5.5億円),イ ソ ドネシア(4.1億円),香港,中 国,フ ィ リピソ,シ ンガ
ポールの順 であ る。
(3)国別雇用状況
従業員総数 では,タ イが1.9万人(ア ジア全体 の27.5%)と最 も多 く,
続いてイ ン ドネ シア1.6万人(23.2%),韓国1.3万人(18.8%),中PaO.7
万 人(10.1%)であ る。繊維産 業の資本 集約化 が進み,雇 用吸収は低下 し
つつあ る とは 言 うものの(13),各国において 日系繊 維産 業は1な い し2万
人の雇用規模を持 っている。 繊維産業投資 の間接雇用誘発率 高 く(14),間
接雇用誘発 を含 めれ ば繊維産業 の直接投資 に よ り相 当数 の雇用が誘発 され
ると見て よいであろ う。
(4)国別 に見た製品販売状況
総売上 額は韓 国が最 も高 く,2,973億円で ア ジア全域 の 日系繊維 産業現
地法人 の売上 の51.5%に達 して いる。続いて タイでは892億円で15.4%を
占めてい る。 マ レー シアでは577億円、 イ ン ドネ シアは541億円,台 湾では
203億円 の販売があ った。 アジア法人の調査年 におけ る,一 社 当た りの平
均販売金額 は42億円であ った。国別Oj-一社平均 の販売額 では、 韓 国が229
億円 と他国を圧倒 してい る。続 いてマ レー シア(52億円),タイ(36億円),
台湾(25.3億円),イ ソ ドネ シア(24.6億円),香港,シ ソガポール,フ ィ
リピン,中 国の順 であ る。 いずれを 見て も韓 国の 日系繊維企 業の販売能力
が抜群 に大 きい。 これ も先程来繰 り返 している よ うに,川 上 ・川中部 門が
中心 にあ ることが第一 の要 因であ る。今後 マ レー シア ・タイ ・イ ン ドネ シ
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ア等におけ る上 流部門の投資が進 むにつれ て,こ の相関関係 には大 きな変
化が起 こるだろ う。
第4章 繊維の輸出供給関数
1951年か ら91年までの期間の アセア ン諸国に対す る日本の繊 維産業 の直
接投資金額を見 ると,最 も多 くの投資が行われたのは イ ン ドネ シアであ っ
た。 この期 間の投資累計額 は6億9,300万ドルに達 してい る。第二位は タ
イで,こ の期 間の累計投資金額は4億78万 ドルであ った。続 いてマ レー シ
アで1億5,563万ドル,一 方 フ ィ リピンは3,005万ドル と各国 に よ り投資金
額 に大 きな格差 がある。 この格差は投資件数 と投資 内容 にお いて,比 較 的
資本集約的な繊維川上部 門の存否 に よる ものである点 は第二章 で示 した通
りであ る。
本章 では,ア セ アン諸 国の中で直接投資受け 入れ金額 の大 きい イソ ドネ
シア とタイの繊 維輸出供給 関数を計測 し,繊 維製 品輸 出拡 大の要 因を分析
す る。 こ こでは韓国の繊 維供給関数 も併 せて計測 した。その理 由は,韓 国
の繊維産業は アセア ン諸国 に 先駆 けて 発 展 し,1989年の繊 維輸 出金額 は
151億ドル と世 界第三位 の輸 出額 であ った。 又 この輸 出額は アセア ン諸 国
内で1989年に最 も輸 出額が高か ったタイの実 に6倍 に達 し,同 国はアセ ア
ン諸 国経済発展 の先導的地位 にあ る。そ こで韓国の繊維輸 出供給関数 を計
測す ることに よ り,輸 出拡大 の要 因につい てイ ン ドネ シアお よび タイ との
比較検討を行 う。
1.モ デ ル
モ デ ルA.Log(EX`)=A十 αLog(P,/Pw)-FβLog(EXw)
更 に70年代 と80年代 の イ ン ドネ シア及 び タ イの 繊 維輸 出 の 変 化 を 見 るた め
に,モ デ ルB,モ デ ルCを 計 測 した。
モ デ ルB.Log(EXi70)==A十 αLog(Pi70/Pw?o)十βLog(EXw70)
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モ デ ルC.Log(EXiso)=A十 αLog(Piso/P"80)十βLog(EX"80)
各 変 数 に つ い て。
EX`;i国 の繊 維 輸 出額
EX。;世 界 の 繊維 輸 入 総 額
A;i国 の 国 内 価 格
P";世 界 の 国 際 価 格
EX`,。・EX…;i国 の70年代 及 び80年代 の繊 維輸 出額
EX。7。・EX。8・;世界 の70年代 及 び80年代 の繊 維 輸 入総 額
以 上 の各 モ デ ルを イ ン ドネ シア,タ イ,韓 国 につ いて 計 測 した 。 尚 計 測 の
結 果A(lntercept)のt値が 低 く有意 と見 な され な い為,A(lntercept)
を除 い て計 測 しそ の 結果 を 以下 に 示 して い る。
2.デ ー タ
① 繊 維 輸 出額;UnitedNations"InternationalTradeStatistics
Yearbook"各年 よ り1970年～89年まで の 各 国 各 年 の
繊 維 輸 出金 額 を 用 い た 。
② 繊 維 輸 出価 格;IMF"InternationalFinancialStatistics"1990
YearbOokより1970年 ～89年 まで の 各 国 各 年 の卸 売
物 価 指 数 と為 替 レー トを 掛 け 合 わ せ た デ ー タを 指 数 化
し用 い た。
⑧ 世 界 の繊 維 輸 出 価 格;IMF"InternationalFinansialStatistics"
1990Yearbookの1970年～89年の世 界 の輸 入 単位 価 格 指 数 を 用 い た 。
3.計 測結果
(1)イン ドネ シア
イ ン ドネ シアの場合 いずれ の計測式 において も,価 格 ・所得両弾力性は
1%水 準 で有意 であ った。又 係数 の符 号条件 も満た されてい る。次 に価格
弾 力性見 ると,モ デルA・B・Cと もに1を 越え,イ ン ドネ シアの価格競
280

















注:()内 の数値 は τ値である。
争力 はか な り高 い。 イ ン ドネ シァの場合,世 界の繊維需 要の拡大 の効果 に
つ いて も,三 式 ともに1以 上で高い値 を示 してい る。 しか しイ ン ドネ シア
繊維産業 の輸 出は,1970年代 ・80年代 ともに所得効果 よ り価格 効果のほ う
が高い。以上 の事か らイ ソ ドネ シアの繊維製 品の輸 出は,相 対 的に安い賃
金 水準を生か した生産拡大が輸 出拡大に寄与 している事が うかがえ る。
1970年代の繊 維製品の輸 出状況は モデルBに,一一方1980年代の状 況は モ
デルCに 示 してい る。両者の係数を比較 す る と,1980年代の イ ン ドネ シア
の繊維輸 出は70年代 よ りも価 格競 争力を高め る一方 で,所 得効果 をO.Olで
あ るが下 落 させ てい る。 イ ン ドネシアの輸 出競争力は価格面 にあ る事 は明
確 とな った。 またイ ン ドネ シアの労働市場 の現状を勘案す る と,更 に今後
もこの傾 向は継 続す るもの と考え られ る。
② タ イ
















タイの場合 もイ ン ドネ シア と同様,い ずれ の計測において も価格 ・所得
両弾力性 とも1%水 準 で有意 であ った。 また符 号条件 も満た され てい る。
1970年80年の タイの繊維輸 出を示 したモデルAで は,イ ソ ドネ シアと同様
所得 効果 よ り価格 効果 のほ うが 高い。 しか し両弾力 性 ともに イ ソ ドネ シア
よ り高 く,中 で もタイの価格競争力 は2.53と極めて高い結果 がでた。 価格
競争力 が高 いのは,タ イの場合70年代 の事 であ った。 この こ とは80年代 の
価格弾性値は,70年代 の12.7から一挙 にO.59に下 落 してい る事か ら判 明す
る。 この要因 は80年代 に入 り,タ イの著 しい経 済発展 に よる労働市場 の逼
迫が賃金上昇を招 いて いる点が挙げ られ る。 この事が価格競 争力を低 下 さ
せ てい るのであ る。一方世界 のタイの繊維製 品輸 出に対 す る世 界の繊 維需
要拡大 の効果 を見 ると,80年代 には大幅 に下 落 してい る。 しか し80年代の
タイの繊維製 品輸 出においては,70年代 と逆 転 し価格効果 よ り所得効果の
方 が高 くな ってい る。 つ ま りタイの70年代の繊 維産業の輸 出は低賃金労働
力に よる高 い価格競争力を維持 し輸 出を拡大 した。 この点 は,イ ン ドネ シ
アの繊維輸 出の特徴に類似 してい る。一方80年代にな ると所得効果 が価格
効果 を上 回 り,後述 す る韓 国の繊維輸 出の状 況に類似 してい る。 しか し80
年 代の タイ と韓国を比較す ると,韓 国の方 が所得弾力性が高 い。 タイは価
格弾 力性が韓国 よ り高い ものの,今 後 タイの労働賃金 は上昇す る と予測 さ
れ るため,タ イは繊維産業 の高付加価値化 を計 らなければ な らない状 況 に
あ る。
③ 韓 国
韓 国の繊 維産業は イ ン ドネ シア及び タイに比較 す ると付加価値が高 く,
輸 出規模 も極 めて高い水準 にあ る。労働賃金 において も両国 よ り高 く,ま
たその上 昇率 も80年代に入 り極めて高 い。 この よ うな局面にあ る韓国の繊
維輸 出の供給 関数は上記 に示 す結果 とな った。 いずれ の計測において も価
格 ・所 得両弾力性 とも1%水 準で有意 であ った。 また符 号条件 も満た され
てい る。1970・80年代の構造 を示 したモデルAで は,両 弾力 性共に1以 上






























































注:()内 の数値 は'値 である。
い とい う結果 が示 され た。 しか し所得弾 力性 よ り価格 弾力性の方 が高い イ
ン ドネシア及び タイ とは異な り,韓 国の繊 維製品輸 出は所得 弾力性の方が
高 い。 しか し70年代を示 した モデルBと80年代を示 したモデルCを 比較す
ると,韓 国の繊 維輸出構造 が両期 聞で変化 した事 が示 され る。つ ま り70年
代の価格競争 力は2,10と極 めて高い水準 にあ ったが,80年代には0.29と
急速 に下 落す る。その一 方で所得 効果 の下落率は低 く,80年代にお いて も
0,91の水準にあ り,韓 国の繊維製品輸 出の拡大は,世 界 の繊維需要 の増 加
に よる点が大 きい。 しか し今後韓国の繊 維産業は価格競争力の高い アセア
ン及び中国 と競争す る為 に,高 付加価値化を一層進 めなければ な らない局
面 に あ る。
第5章 結 び
ユ950年代後半か らアセア ン諸国が,工 業 化に よる発 展を指向 して以来 今
日にいた る迄,著 しい経 済発 展過程 を進 んで きた。 この よ うな発展を 実現
で きた一 つの要 因 と して,製 造 業製 品の輸 出拡大 が挙 げ られ る。第1章 で
示 した通 りアセア ン各国の製造 業輸出比率は高 ま り,ア セ ア ン諸 国内で最
も製 造業製品輸 出比率の低いイ ン ドネ シアで も1989年には32%に達 してい
る。 製造業製 品輸出の中 で も繊 維製 品の輸出は アセア ン各国共に ウェー ト
が高 く重要な輸 出品 となってい る。
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アセ ア ン各 国の著 しい経済発展 は,こ れ まで述べ て きた よ うに積極的 な
外資 導入 に よ り実現 され,ま た この点 が アセアン諸 国の経済発展 の特 徴の
一 つに挙げ られ る。 アセ ア ン諸国 において今 日最 も重要 な輸 出製 品に位 置
づけ られ る繊維産業 も,1960年以降外 国企業の投資に よ り,国 内の産業組
織が 高度化 して きた プ ロセスを持つ。 そ こで繊維産業 の アセ アンへの海外
投資 の歴史を,同 地域 に最 も多 くの投 資を行 って きた 日本の事 例を取 り概
観 し,国 内に川上 ・川 中 ・川下部 門の生 産拠 点を整 備 して きた過程 を第2
章 及び第3章 に示 した。
この よ うな過程 を経 て繊維産業 は,輸 出の リーデ ィングセ クター とな っ
たのであ る。 そ こで直接投資金額 の高 いイ ン ドネ シア及び タイの1970・80
年 代の輸 出供給 関数 を測定 し,各 期 間での輸 出拡 大の要因分析 をお こなっ
た。 計測結果か ら両 国共 に価格 ・所得弾力 性が高 く輸出拡大 の要 因が 明確
とな った。 しか し国別 に見 る と,イ ン ドネ シアは80年代に入 って も依然価
格競 争力が高 く,低 賃 金及 びル ピア切 り下 げが国際競 争力 を価格面 で付与
してい る事が示 され た。 一方 タイの繊維輸 出は80年代に入 り,価 格競争力
を急 速 に下げ 同時 に推 定 した韓国 の構造 に近 似 してい る結果 となった。
本論 文 では アセ ア ン諸国の繊 維産業 を取 り上 げ,外 国企業 による投資 と
そ の輸出へ の効果を中心 に論 じて きた。結論 と して,同 地域への海外投資
の輸 出 に対す る効果 は高い と評価 で きる。 しか し進 出企業が,地 場企業 と
どの よ うな リンケー ジを構築 して いるか につ いての問題が残 され る。特に
今 日進 出件数 の多い繊 維川 下 部門 の生産 は,労 働集約的産業であ る為,輸
出拡大 に伴 う地場産業 の活性化は雇用拡大効果を もた らす。そ してその よ
うな効果が所得分配上 の格差を幾分 で も緩和 させ る。 また外国企業 と地場
企業 の リンケー ジを通 じて,生 産技術や経営 ノウハ ウが移転 され る側 面 も
重要 であ る。以上 の側面 を評価 されて こそ,海 外投資 のホス ト国への経 済
発展 の効果を総合的 に判 断す る事が で きるのであ る。
注
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